
公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための 
国民年金法等の一部を改正する法律（平成24年８月10日成立・22日公布 平成24年法律第62号） 

＜主要項目＞ 

(１) 納付した保険料に応じた給付を行い、将来の無年金者の発生を抑えるという観点から、受給資
格期間の短縮を行う。（税制抜本改革の施行時期にあわせ、平成27年10月から施行） 

 

(２) 基礎年金国庫負担1/2が恒久化される特定年度（平成16年改正法で「別に法律で定める年度」
と規定）を平成26年度と定める。（税制抜本改革の施行時期にあわせ、平成26年4月から施行） 

 

(３) 短時間労働者に対する厚生年金・健康保険の適用拡大を行う。（平成28年10月から施行）(※) 
 

(４) 厚生年金、健康保険等について、次世代育成支援のため、産休期間中の保険料免除を行う。 

  （２年を超えない範囲内で政令で定める日から施行） 
 

(５) 遺族基礎年金の父子家庭への支給を行う。（税制抜本改革の施行時期にあわせ、平成26年４月 

  から施行） 
 

(６) 低所得高齢者・障害者等への福祉的な給付措置を講ずる。高所得者の年金額調整、国民年金第
１号被保険者に対する産前産後の保険料免除措置について検討する。 (※) 

 

 

 

 注) (１)、(２)、(５)については、税制抜本改革により得られる税収（消費税収）を充てる。 

 (※)は、衆議院の修正・追加のあった項目。原案にあった、低所得者の年金額の加算、高所得者の
年金額の調整、交付国債償還に関する規定は削除された。 

 



受給資格期間の短縮について 

＜改正内容＞ 
○ 納付した保険料に応じた給付を行い、将来の無年金者の発生を抑えていくという視点から、老齢基礎年
金の受給資格期間を１０年に短縮する。 

  

（対象となる年金）  
  老齢基礎年金、老齢厚生年金、退職共済年金 
  寡婦年金 
  上記に準じる旧法老齢年金  
 
○ 現在、無年金である高齢者に対しても、改正後の受給資格期間を満たす場合には、経過措置として、施
行日以降、保険料納付済期間等に応じた年金支給を行う。 

 
○ 税制抜本改革の施行時期にあわせて施行（平成27年10月） 。 
 

   

（平成19年（旧）社会保険庁調べ） 

納付済 
期間 

10年未満 
10年以上 
15年未満 

15年以上 
20年未満 

20年以上 
25年未満 

計 

割合 59％ 19％ 15％ ６％ 100％ 

 ※端数処理のため合計が一致しない。 
 
 

 （参考）６５歳以上の無年金者（約４２万人）の納付済み期間の分布 



特定年度（基礎年金国庫負担1/2を恒久化する年度） 
 

1/2 

1/3 
＋272億円 

約35.1％ 

約35.8％ 

約36.5％ 

22年度 

平成19年にかけ、基礎年金国庫負担割合を 
従来の1/3から段階的に36.5％に引上げ 

21年度 19・20年度 18年度 17年度 16年度 23年度 

臨時財源 
鉄建機構の剰

余金など 

24年度 

税制改革実施 
１
２ 

１
３ 

震災復興 

復興債 

税制抜本改革に
よる安定財源 

臨時財源 
財投特会の 

剰余金 

25年度 

＜改正内容＞    

 ・現行の年金法の基礎年金国庫負担については、税制の抜本的な改革により所要の安定財源の確保が図られる年度とし

て、『特定年度』を法律で定めることで、その年度以降、恒久的に基礎年金国庫負担割合1/2が達成されることになっている。 

 ・今般の社会保障・税一体改革では、平成26年度からの消費税増税（８％）により得られる税収を、基礎年金国庫負担1/2の

維持に充てることとしており、『特定年度』を『平成26年度』と定める改正を行う。 

※ 国民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律案（平成24年２月10日閣議決定）では、当初、平成24年度について、「年金交付国債」の発行
により、「1/2」を確保するとしていた。年金機能強化法案の衆議院修正を受けて、７月31日の閣議決定による案中修正で、必要な財源について「交付国債」から
「年金特例公債」に修正するとともに、平成25年度についても同様の措置を講じることとした。 

26年度 
（特定年度） 

～ 

 
 
 
 

交付国債 
（24年度） 

年金特例公債
（つなぎ国債） 
（24・25年度） 

 (※) 



【 適用拡大の考え方 】 
○ 被用者でありながら被用者保険の恩恵を受けられない非正規労働者に社会保険を適用し、セーフティネットを強化することで、 
 社会保険における「格差」を是正。 
  

○ 社会保険制度における、働かない方が有利になるような仕組みを除去することで、特に女性の就業意欲を促進して、今後の人
口減少社会に備える。 

≪具体案≫ 

現 行 

○週30時間以上 

短 時 間 労 働 者 へ の 適 用 拡 大 

①週20時間以上 

②月額賃金8.8万円以上 

  （年収106万円以上） 

③勤務期間１年以上 

④学生は適用除外 

⑤従業員 501人以上の企業（※） 

対象者数：約25万人 

Ｈ28.10～ 

３年以内に検討を
加え、その結果に
基づき、必要な措
置を講じる。 

（法律に明記。） 

① 週20時間以上、②月額9.8万円以上、③勤務期間が１年以上、④学生は適用除外、⑤従業員301人以上 

対象者数：約10～20万人 

（参考）平成１９年法案の概要（被用者年金一元化法案。自公政権時に提出し、平成21年７月21日衆議院解散により審議未了で廃案。） 

≪影響緩和措置≫ 

（※）現行の適用基準で適用となる被保険者の数で算定。 

○ 短時間労働者など賃金が低い加入者が多く、その保険料負担が重い医療保険者に対し、その負担を軽減する観点か
ら、賃金が低い加入者の後期支援金・介護納付金の負担について、被用者保険者間で広く分かち合う特例措置を導入し、
適用拡大によって生じる保険者の負担を緩和する。 

短時間労働者に対する厚生年金・健康保険の適用拡大 

4 

※下線部は衆議院での修正箇所 



保険料負担 保険料免除 保険料負担 

＜改正内容＞ 
 

○次世代育成支援の観点から、産前産後休業を取得した者に、育児休業同様の配慮措置を講ずる。 
 

 【産前産後休業期間中の保険料徴収の特例 】 

  ・産前産後休業期間（※）中の厚生年金保険料を免除する。 
     （※） 産前６週間（多胎妊娠の場合14週間）、産後８週間のうち、被保険者が労務に従事しなかった期間。 
 

 【産前産後休業を終了した際の標準報酬の改定】 

  ・産前産後休業終了後に育児等を理由に報酬が低下した場合に、定時決定まで保険料負担が改定前の

ものとならないよう、産前産後休業終了後の３ヶ月間の報酬月額を基に、標準報酬月額を改定する。 
     （※） 育児休業終了後についても、同様の措置あり。 
 

 【国民年金被保険者に対する保険料免除措置の検討】（衆議院の修正により追加） 

  ・国民年金の第１号被保険者に対する産前６週間・産後８週間に係る国民年金保険料の免除措置を検討。 

就業 産前・産後休業中 育児休業中 復帰後 

保険料免除 

（標準報酬改定の特例） 

産前産後休業を終了した際にも
同様の標準報酬の改定 

【現行と改正後の保険料負担のイメージ】 

保険料負担 

産休期間中の保険料免除 



法律附則中の検討規定について（（※）は衆議院での修正により追加されたもの） 
 
 （３年後の検討） 
○ 政府は、この法律の施行後３年を目処として、この法律の施行の状況を勘案し、基礎年金の最低保障
機能の強化その他の事項について総合的に検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づ
いて所要の措置を講ずるものとする。 

 
 （短時間労働者への社会保険の適用拡大 施行３年後の検討） 
○ 政府は、短時間労働者に対する厚生年金保険及び健康保険の適用範囲について、平成31年９月30日
までに検討を加え、その結果に基づき、必要な措置を講ずる。 (※) 

 
 （低所得である高齢者等に対する福祉的措置としての給付） 
○ 社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等
の法律（以下「税制改正法」という。）の附則第1条第2項に掲げる規定の施行の日（平成27年10月1日）
から、公的年金制度の年金受給者のうち、低所得である高齢者又は所得が一定額以下である障害者等
に対する福祉的措置としての給付にかかる制度を実施するため、税制改正法の公布の日から６ヶ月以
内に必要な法制上の措置が講ぜられるものとする。この場合において、その財源は、税制改正法の施
行により増加する消費税の収入を活用して確保するものとする。 (※) 

 
 （高額所得による老齢基礎年金の支給停止の検討） 
○ 高額所得による老齢基礎年金の支給停止については、引き続き検討が加えられるものとする。 (※) 
 
 （第１号被保険者に対する出産前後の保険料免除の検討） 
○ 国民年金の第１号被保険者に対する出産前６週間及び出産後８週間に係る国民年金の保険料の納付
義務を免除する措置については、検討が行われるものとする。 (※) 
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